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要旨：シリカフュームプレミックスセメントを用いた水結合材比 13～20%の超高強度コンクリートを対象に，

材齢初期に高温度履歴を与えた場合の膨張材による自己収縮の制御効果を検討した。その結果，実部材を想

定した温度履歴を与えた条件下において，膨張材の使用による明らかな自己収縮ひずみの低減効果を有する

こと，拘束条件下で生じる自己収縮応力についても明確な低減効果を有し，鋼材比 2～8%の範囲での応力の

低減率は 30～75%程度であること，また，温度履歴下の自己収縮ひずみ・応力の挙動は 20℃一定で養生した

場合と異なること，などの知見を得た。 
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1. はじめに 

構造物のさらなる高層化・長スパン化等への要求が高

まる中，設計基準強度 150N/mm2 級の超高強度コンクリ

ートが実用化され 1）2），最近では 200 N/mm2クラスの開

発が進められている。一方，このような超高強度コンク

リートは極端に水結合材比が低くなるため，自己収縮が

顕著に大きくなり，それに起因したひび割れ発生の可能

性が指摘されている 3）。 

高強度コンクリートの自己収縮抑制策として，膨張材

が効果的であることは過去に多く報告されている例えば 4）。

しかしながら，水結合材比が 20%を下回るような超高強

度領域を対象とした知見は少なく，特に実部材レベルで

はセメントの水和反応による高温度履歴を受けるが，こ

のような条件における膨張材の作用については不明な

点が多い。 

本研究では，シリカフュームプレミックスセメントを

用いた超高強度コンクリートを対象に，材齢初期に高温

度履歴を与えた場合の膨張材による自己収縮・膨張ひず

み，さらには鉄筋拘束条件下で生じる自己収縮・膨張応

力の挙動を実験的に検討した。 

 

2. 実験概要 

2.1 使用材料および配（調）合 

表－１に使用材料を示す。セメントには市販のシリカ

フュームプレミックスセメント，膨張材には汎用品より

比表面積が大きい膨張材（市販品）を用いた。既往の研

究において，超高強度コンクリートに膨張材を多く混和

した場合，後々になって強度への影響が無視し得ない異

常な膨張を生じる場合のあることが報告されている 5），6），

7），8）。一方で，著者らにより，比表面積を高めた膨張材

を用いることにより，異常膨張が生じない結果も既に示

されている 7），8）。 

表－２にコンクリートの配（調）合を示す。水結合材

比（W/B）は 13，16.5，20%とし，それぞれ膨張材無混

和のコンクリート（PL）と膨張材を 30kg/m3混和したコ

ンクリート（EX）を検討した。 

コンクリートのスランプフローが W/B=13%では 70±

5cm，W/B=16.5，20%では 60±5cm，空気量が 2.0%以下

となるように高性能減水剤の添加量を調整した。なお，

W/B＝13，16.5%には SP1，W/B＝20%には SP2 を使用し

た。 

*1 太平洋セメント（株） 中央研究所 工修 (正会員) 

*2 太平洋セメント（株） 中央研究所 博士(工学) (正会員) 

*3 名古屋大学 環境学研究科都市環境学専攻 准教授 博士(工学)  (正会員) 

表－１ 使用材料 

材料 記号 物理的特性など 

セメント C シリカフュームプレミックスセメント

／密度：3.07g/cm3,比表面積：6160cm2/g

膨張材 EX 石灰系膨張材／ 

密度：3.19g/cm3，比表面積：4920cm2/g

細骨材 S 静岡県掛川市産山砂／ 

表乾密度：2.56g/cm3，吸水率：2.24% 

粗骨材 G 茨城県桜川市産砕石／表乾密度：

2.64g/cm3，吸水率：0.51%，実積率：60%
SP1

減水剤 
SP2

ポリカルボン酸系高性能減水剤 

表－２ コンクリートの配（調）合 

W/B s/a 単位量 (kg/m3)  
(%) (%) W C EX S G 

PL13 150 1154 - 349 
EX13 

13.0 44.5
150 1124 30 349 

PL16.5 155 939 - 515 
EX16.5

16.5 38.7
155 909 30 516 

PL20 155 775 - 652 
EX20 

20.0 30.0
155 745 30 653 

840 

※B=C+EX，単位粗骨材かさ容積=0.53ｍ3/ｍ3
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2.2 練混ぜ 

コンクリートの練混ぜは 20℃，R.H.80%の試験室内で

行った。練混ぜ手順は，『C＋EX＋S を 30 秒間空練り→

W＋SP を投入して W/B＝13，16.5，20%でそれぞれ 240

秒間，120 秒間，90 秒間モルタル練り→G を投入して 90

秒間コンクリート練り→300 秒間静置→30 秒間コンクリ

ート練り→排出』とした。 

2.3 フレッシュ性状 

スランプフロー・50cm フロー到達時間，空気量，お

よび 20℃下における凝結時間を，それぞれ JIS A 1150，

JIS A 1128，JIS A 1147 に準拠して測定した。 

2.4 養生条件 

 図－１に養生温度条件を示す。1m 角の柱部材の中心

部で生じる温度履歴を想定し，W/B=13%では最高温度

90℃（90℃履歴），W/B=16.5，20％では最高温度 80℃（80℃

履歴）の高温度履歴を設定した。同じく柱部材の表層部

の温度履歴を想定し，最高温度 45℃の温度履歴（45℃履

歴）を設けた。また，20℃一定で養生（20℃養生）を行

う場合も実施した。 

2.5 供試体および試験方法 

（1）強度特性 

所定の温度条件下で封緘養生した円柱供試体（φ10×

20cm）を用いて，材齢 1，3，7，28 日の圧縮強度，静弾

性係数，および割裂引張強度試験を実施した。試験方法

はそれぞれ JIS A 1108，JIS A 1149，JIS A 1113 に準拠し

た。 

（2）自己収縮・膨張ひずみ特性 

10×10×80cm の供試体中央部に設置した低弾性型の

埋込み型ひずみ計（見かけの弾性係数 40N/mm2）を用い

て測定し，コンクリートの線膨張係数を 10×10-6/℃と仮

定して温度ひずみを補正した。JCI 自己収縮研究委員会

の試験方法（案）9）を参考に，型枠内側の底面にテフロ

ンシート，端面にポリスチレンボードを入れ，その内側

および側面にポリエステルフィルムを敷設してコンク

リートの自由な変形を型枠が拘束することを防いだ。ま

た，打設面は乾燥防止のためにポリエステルフィルムで

覆った。材齢 7 日で脱型した後は，供試体全面をアルミ

箔粘着テープ（厚さ 0.1mm）で密封し，20℃の恒温室内

で養生した。 

（3）自己収縮・膨張応力特性 

10×10×80cmの断面中心部に PC鋼棒を配置した拘束

供試体を作製した。PC 鋼棒は JIS G 3109 に規定される

呼び名 17mm，23mm，32mm を用い，鋼材比は 3 水準設

定した。鋼棒のひずみは，鋼棒軸方向の対称面に設けた

幅 4mm，深さ 3mm，長さ 80cm のねじ切削部の中央にひ

ずみゲージを貼付して測定した。なお，測定値に及ぼす

温度ひずみを取り除くために，貼付したひずみゲージに
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図－２ 圧縮強度の経時変化 

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0 1 2 3 4 5 6 7 8
材齢（日）

温
度

（
℃

）

90℃履歴（W/B=13%）

80℃履歴

（W/B=16.5,20%）

45℃履歴

20℃養生

0.5 1.5

材齢 7日以降

は20℃養生

図－１ 養生温度条件 

表－３ フレッシュ性状および凝結時間 

スランプフロー 空気量 凝結時間(h-m) SP 量 
(B×%) (cm)

50cm 到達

時間(sec) 
(%) 始発 終結

PL13 1.2 74.0 11.2 1.2 11-45 13-50
EX13 1.6 75.0 13.2 1.4 8-45 11-00

PL16.5 0.8 57.0 18.4 1.5 9-00 10-55
EX16.5 0.9 61.0 15.1 1.5 5-50 7-30 
PL20 1.35 61.5 9.8 1.5 13-35 15-45
EX20 1.5 61.0 12.9 1.3 10-15 12-15
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ついては，事前に温度補正カーブを求めておいた。鋼材

比は呼び名 17mm，23mm，32mm に対して，それぞれ 2，

3.8，8%である。 

  

3. 実験結果および考察 

3.1 フレッシュ性状および凝結時間 

表－３にフレッシュ性状および凝結時間の結果を示

す。いずれの W/B においても，膨張材を混和した EX シ

リーズの場合に SP 添加量が増加したが，SP 量の調整に

より PL と同等のスランプフローが得られた。凝結時間

については W/B に拘わらず，EX シリーズが PL より 3

時間程度早かった。 

3.2 強度特性 

図－２に圧縮強度と材齢の関係を示す。膨張材混和の

影響は，W/B および温度条件に拘らず，材齢 3～7 日程

度までの圧縮強度の増進に現れており，これは比表面積

が大きく，初期反応性の高い膨張材の作用によるものと

考えられる。材齢 28 日の強度は EX と PL でほぼ同等で

あった。 

温度条件別に見ると，膨張材の有無に拘らず，材齢 28

日までの圧縮強度は 80℃・90℃履歴＞45℃履歴＞20℃養

生の順に高い傾向があった。80・90℃履歴下の強度発現

性は材齢初期に大きく進展し，材齢 7 日付近でほぼ最大

値に達する傾向が認められる。そのため，80・90℃履歴

と 20℃養生の強度差は，材齢 7 日で 35～55%程度，材齢

28 日で 5～15%程度となり，材齢の進行に伴って強度差

は小さくなる。 

図－３に静弾性係数と圧縮強度の関係を示す。図中に

は日本建築学会の関係式 10）を併記している。膨張材の

有無や温度条件に拘らず，両者には良い相関性があり，

建築学会式とも概ね良く対応していた。 

図－４に割裂引張強度と圧縮強度の関係を示す。膨張

材の有無による傾向の差異はなく，圧縮強度 100N/mm2

程度までは両者の関係に概ね良い相関性が認められた。

それ以上の圧縮強度領域になると，同一圧縮強度におけ

る引張強度に 2～2.5N/mm2程度のバラツキが見られ，図

中に併記した野口ら 11）の提案式による場合よりも実測

値が低くなる傾向となった。 

3.3 自己収縮・膨張ひずみ 

図－５に自己収縮・膨張ひずみと有効材齢（式（1））

の関係を示す。ひずみの起点は凝結の始発とした。 
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et ：有効材齢，
et ：温度がT℃である期間の日数 

0T ：1℃ 

自己収縮・膨張ひずみは，膨張材の有無に拘わらず，

材齢初期に高い温度履歴を受けるほど，膨張・収縮の速
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図－５ 自己収縮・膨張ひずみと有効材齢の関係 
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度が大きくなり，最終値も異なる傾向があることから，

有効材齢で一義的に表現することは難しいことが分か

る。既往の研究 12）でも同様の結果が報告されており，

温度条件に伴うシリカフュームの反応速度の変化が影

響しているものと考えられる。 

膨張材の有無で比較すると，いずれの W/B，温度条件

においても，EX シリーズが PL より自己収縮ひずみが小

さくなっており，高温度履歴を受けても膨張材の自己収

縮低減効果が明確に生じることが分かる。EX と PL のひ

ずみ差は，80・90℃養生において W/B=13，16.5，20%で

それぞれ 100，400，330×10-6 程度であり，W/B＝16.5%

の場合が20%よりも自己収縮の低減量が大きい傾向が認

められた。20℃養生の場合は，W/B＝13，16.5，20%で

それぞれ 150，300，220×10-6程度であった。  

なお，W/B＝13%・90℃履歴の PL において，温度上

昇時に膨張ひずみが生じているが，この一因としては線

膨張係数を一律で10×10-6/℃としていることが考えられ

る。すなわち，セメントペースト量が多い超高強度コン

クリートは，特に若材齢時の線膨張係数が大きく，これ

を 10×10-6/℃一定として計算した場合，初期温度上昇時

の自己収縮を過小評価している可能性がある 13）。 

図－６に有効材齢 40 日（実材齢は 90℃履歴で 7 日，

80℃履歴で 16 日，45℃履歴で 35 日，20℃養生で 40 日）

における，EX の PL に対する自己収縮ひずみの低減率を

示す。温度履歴下の低減率は W/B＝13，16.5，20%でそ

れぞれ約 20，70，70%であり，45℃履歴と 80・90℃履歴

では低減率に顕著な差が認められなかった。一方，20℃

養生下における低減率は，W/B＝13，16.5，20%でそれ

ぞれ約 35，98，98%であり，温度履歴の場合より大きい

結果となった。高温度履歴を受ける場合，ベース配合 PL

の自己収縮ひずみが，特に W/B=16.5，20%において，20℃

養生下より大きくなる傾向（約 1.5～2.0 倍）にあるため，
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図－７ 自己収縮・膨張応力と有効材齢の関係 
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低減率で見ると，20℃養生下の場

合により大きく現れたと考えら

れる。W/B や温度条件の組み合

わせによって，膨張材の効果が異

なって現れることについては，セ

メントおよび膨張材の水和反応

メカニズムの観点から，より詳細

に検討する必要がある。 

3.4 自己収縮・膨張応力 

図－７に自己収縮・膨張応力と

有効材齢の関係を示す。自己収

縮・膨張応力は鋼材ひずみを基に

鋼材とコンクリートの力の釣り

合い式より算出したものである。

なお，応力の起点はひずみの場合

と同様に凝結の始発とした。 

膨張材の有無に拘らず，W/B が低いほど，また材齢初

期に高い温度履歴を受けるほど大きな自己収縮応力が

生じた。 

EX による自己収縮応力の低減量について，PL との差

を見ると，W/B によらず，鋼材比 2，3.8，8%でそれぞ

れ 0.5～1.0，0.7～1.5，1.2～1.8N/mm2 程度の明らかな低

減効果が認められ，80・90℃履歴下の方が 20℃養生より

大きい傾向であった。 

図－８に有効材齢 40日でのEXによる自己収縮応力の

低減率を示す。温度履歴下における低減率は，W/B と鋼

材比の組み合わせにおいて一定の傾向が認められない

ものの，W/B＝13，16.5，20%でそれぞれ 30～45%，55

～70%，50～75%程度が得られている。 

拘束の有無による膨張材の作用効果を検討するため，

自己収縮応力の低減率と自己収縮ひずみの低減率とを

対比して図－９に示す。W/B=16.5，20%では，養生条件

および鋼材比に拘わらず，自己収縮ひずみの低減率が自

己収縮応力の低減率より 0～30%程度大きい傾向が見ら

れた。一方，W/B=13%の場合は，自己収縮応力の低減率

が大きく現れており，他の場合と傾向が異なった。これ

より，自己収縮ひずみの低減率と自己収縮応力の低減率

は 1：1 の関係にはなく，実際の RC 部材で生じる応力の

挙動をひずみの挙動から一義的に評価することは難し

いことが分かる。ただし，本検討で得られた W/B による

傾向の違いについては，詳細な検討が必要である。 

自己収縮応力の挙動が，膨張材の有無，温度条件，鋼

材比の相違によって変化することは，諸々の要因を含む

時間依存性の現象であり，今後，クリープ特性を明確に

するなど，機構解明を進めたいと考えている。 

なお，80・90℃履歴を与えた場合のひずみ（図－５）

および応力（図－７）の挙動について，変曲点が生じる

現象が有効材齢 25～35 日付近で認められた。この点に

ついて，寺本ら 14）もシリカフュームを混和した低水結

合材比のセメントペーストを用いた検討において，同様

の結果を示しており，この理由として，高温下でエトリ

ンガイトから転化したモノサルフェートが，常温へ降下

した際にエトリンガイトへ再生成することにより膨張

圧が生じた可能性を考察している。コンクリートレベル

での長期挙動を把握するとともに，セメント化学的な視

点からも検討を加える予定である。 

 

4. まとめ 

シリカフュームプレミックスセメントを使用した

W/B＝13～20%の超高強度コンクリートへの膨張材の使

用効果を検討した結果，以下の知見が得られた。 

(1) 圧縮強度は，膨張材の混和により，若材齢時では若

干高く，長期強度はほぼ同等になる傾向があった。

静弾性係数は，温度条件に拘わらず，圧縮強度と良
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図－８ 自己収縮応力の低減率 
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い相関性があった。 

(2) 実部材を想定した温度履歴を与えた条件下において

も，膨張材の使用は自己収縮ひずみを明らかに低減

する効果を有していた。低減率は水結合材比によっ

て異なったが，20～75%の範囲であった。 

(3) 鋼材による拘束を受けた条件下で生じる自己収縮応

力に対しても，膨張材は明確な低減効果を発揮した。

低減率は鋼材比 2～8%において 30～75%程度であり，

自己収縮ひずみの場合と同等以上の効果が認められ

た。 

(4) 膨張材の有無に拘わらず，温度履歴下の自己収縮・

膨張ひずみおよび応力の挙動は 20℃養生下と明らか

に異なり，有効材齢による一義的な評価は難しい。 

 

謝辞：本研究は平成 21 年度国土交通省住宅局「住宅・

建築関連先導技術開発助成事業」の一環として実施した
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